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４．議事要旨 

○下水道ＢＣＰの策定体制と基礎的事項 

（策定体制） 
・ 処理場等の維持管理業務では、官民一体で管理している場合が多いので、民間企

業等と連携を図り下水道ＢＣＰを策定することが重要。 
（下水道ＢＣＰの発動基準） 
・ 甚大な被害を受けた地域においては、下水道に対するニーズが一時的に無くなる

場合もあるので、下水道ＢＣＰの発動基準は下水道機能の回復が必要な場合であ

ることを記載する必要。 
（ＢＣＰ全般） 
・ ＢＣＰはリソースの制約を前提にするため、代替対策を施しながら、復旧対策を

行うものである。そのため、代替対策と復旧対策の両方を検討すべきである。 
・ 最初は特定の事象から始めて BCP を作成し、ＰＤＣＡサイクルの中で事象のレ

ベルアップを図ることも重要。 
 
○ 対象事象 
・ 下水道事業の継続を失う津波事象を扱うよりむしろ、広域かつ長期的な被害を与

える事象として整理したほうがよいのではないか。 
⇒東日本大震災を踏まえて改訂するので、対象事象は地震・津波とする。 

 
○ 発災後の対応について 

（機動的な公衆衛生の確保） 
・ マンホールトイレの使用は、処理場が被災している場合でも分流区域では管内で

一時的に貯留できる利点もあるのではないか。 
・ 民間企業から仮設トイレの提供を受けた。また集合住宅では携帯用トイレが有効。 

（浸水被害の防除） 
・ 発災後における下水道機能の回復業務は汚水処理が主となるが、大雨が予測され

るような状況の場合、浸水被害の防除対策も重要。 
（施設規模等の違いによる対応） 
・ 施設規模や自治体規模に応じ、発災後対応の人員は異なるが、やるべき事は同じ

なのではないか。 
（民間企業との連携） 
・ 下水道管理者と民間企業等の震後対応の事例を記載するとともに、下水道管理者

が主体となり震後対応を行う必要性を記載する必要。 
 



○ 下水道ＢＣＰの普及促進について 

・ 身に置き換えられる復旧対応の事例をマニュアルに掲載することが普及促進に

有効ではないか。 
 

○ 事前対策計画について 

（民間企業等との関係） 
・ 発災後の調査、応急復旧等にあたっては、関連する民間企業等との連携が重要で

あるため、協定締結の重要性や費用負担や契約方法の見直しの必要性等をマニュ

アルに記載する必要。 
（資機材の確保） 
・ 発電機が調達できても、交通手段が絶たれる等で燃料が不足し、機能復旧に時間

を要した事例もあるので、燃料確保の重要性をマニュアルに記載する必要。 
 
○ アンケート結果（復旧対応状況および課題と下水道ＢＣＰのあり方）について 

・アンケート対象となっている自治体は沿岸域なのか液状化が認められた地域なのか。 
⇒（事務局）東日本大震災で何らかの被災を受けた処理場、自治体・団体を対象

にアンケートを実施している。津波被害の有無については改めて整理し、ご報

告する。 
 
 
 

・ＢＣＰ策定の有無とその効果についてまとめているが、策定無と回答した自治体の

中には、ＢＣＰという名前ではないが、ＢＣＰの視点で災害対策マニュアル等を作

成しているケースもある。 
⇒（事務局）アンケートではＢＣＰに類する計画まで含めて調査していない。今

後、方向性を見極めるうえでは留意したい。 
 
○ 今後の予定 

・ 第２回委員会を２／１に開催。 
・ 第３回委員会（最終）を２／２９に開催。 

津波被害の有った処理場    ＝ 26処理場 （アンケート配布数＝120処理場） 
津波被害の有った自治体・団体   ＝ 37自治体・団体（アンケート配布数＝135自治体・団体）


